
参考資料

２０１０年１１月３０日

資料１８－２



競争政策検討のフレームワーク（俯瞰図） 1

固定通信市場 移動通信市場

ネットワークレイヤー

プラットフォームレイヤー

コンテンツ・アプリケーションレイヤー

端末レイヤー

線路敷設基盤

電気通信設備

ネットワークレイヤー

プラットフォームレイヤー

コンテンツ・アプリケーションレイヤー

端末レイヤー

線路敷設基盤

電気通信設備
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ＮＴＴ東西

コンテンツ配信事業者等

通信プラットフォーム事業者

コンテンツ配信事業者等

ＮＴＴ
ドコモ

ＫＤＤＩ

ソフト
バンク

イー・モ
バイル

通信プラットフォーム事業者

ＭＶＮＯ

オープン化

オープン化

オープン化

オープン化

オープン化

オープン化

設備競争の促進

融合

サービス競争の促進

※その他、ＢＷＡやＰＨＳ事業者

設備競争の促進

固定通信市場・移動通信市場において、レイヤー内・レイヤー間のオープン性の確保を基本として競争政策を推進
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ブロードバンド市場の現状 2

利用の現状 事業者間の競争状況

・ソフトバンク
・イー・アクセス 等

メタル回線

ＡＤＳＬ

ＦＴＴＨ

９１.６％整備率

利用率

（０９年度末）

光のインフラ整備率・利用率

2,918円

3,538円

6,510円

6,615円

（NTT東日本）

（ソフトバンク）

（NTT東日本）

（KDDI）

３３.４%

ブロードバンド契約数

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500

ＦＴＴＨ
（1780万）

ＡＤＳＬ
（974万）

ＣＡＴＶｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
（532万）

その他
（17万）

合計３,３０２万契約

（０９年度末）

(万)

（０９年度末）
利用者料金（月額）

設備競争の状況 サービス競争の状況

■設備競争とは、「自ら設備を設置してサー

ビスを提供する事業者」間の競争

（☞設置した設備は、他事業者に貸し出す場合もあり、
下記シェアは、他事業者への貸し出し分を含む）

■サービス競争とは、「自ら設備を設置して

サービスを提供する事業者」、「他事業者

から設備を借りてサービスを提供する事業

者」の間の競争

・ソフトバンク
・イー・アクセス 等

光回線

電力系事業者、ＫＤＤＩ、ＣＡＴＶ事業者が設備

競争を実施。ＮＴＴ東西のシェアは、約７７％。

ＮＴＴ東西のシェアは、９９％。設備競争は進

展していない状況。

（０９年度末）

ＮＴＴ東西
99%

その他
1%

ＡＤＳＬ

ＦＴＴＨ

ＦＴＴＨ（光回線を用いたブロードバンドサービス）：

ＮＴＴ東西のシェアは「増加」傾向

ＡＤＳＬ（メタル回線を用いたブロードバンドサービ

ス）：ＮＴＴ東西のシェアは「減少」傾向

ＮＴＴ東西
34.7%

ソフトバンク
38.7%

イー・アクセス
23.5%

その他3%

ＮＴＴ東西
74.4%

電力系事業者
9.1%

ＫＤＤＩ
8.2%

ＵＳＥＮ
2.8%

その他5.3%

（残り４４３万世帯）

（１,７８０万契約）

（０９年度末）

（０９年度末）

（０９年度末）

ＮＴＴ東西
77.3%

その他
22.7%



■２００１年にＮＴＴ東西の加入光ファイバはアンバンドルされ、コストに基づく事業者間均一料金での利用が可能となった。

■加入光ファイバは、現在、①シェアドアクセス方式（局外スプリッタにおいて８分岐し、分岐端末回線と接続する方式）、②シングルスター
方式（加入ダークファイバに接続する方式）により提供されている。

■シェアドアクセス方式には、OSU共用による分岐単位接続料の設定が提案されている。

①シェアドアクセス方式

②シングルスター方式

き線点

※料金は月額（２０１０年４月現在）

加入光ファイバのアンバンドルについて

ＮＴＴ東西局舎局外
スプリッタ

Ｏ
Ｎ
Ｕ

Ｏ
Ｓ
Ｕ

・・・

Ｇ
Ｅ-

Ｏ
Ｌ
Ｔ

局
内
ス
プ
リ
ッ
タ

8分岐

4分岐

他事業者
ＩＰ網

ＦＴＭ

１芯の光ファ
イバを最大８
ユーザで共用

管路、とう道

主端末回線

分岐端末回線

き線点

350円（NTT東）
382円（NTT西） 4,179円（NTT東） 4,368円（NTT西）

4,610円（NTT東） 4,932円（NTT西）

ONU: Optical Network Unit（加入者側光回線終端装置）
OSU: Optical Subscriber Unit（局舎側光回線終端装置）

GE-OLT: Gigabit Ethernet Optical Line Terminal
（OSUを集積する装置）

ＯＳＵ共用のイメージ

ﾒﾃﾞｨｱ
ｺﾝﾊﾞｰﾀ
(100M)

ＮＴＴ東西局舎

ﾒﾃﾞｨｱ
ｺﾝﾊﾞｰﾀ

他事業者
ＩＰ網

ＦＴＭ加入ダーク
ファイバ

管路、とう道
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ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ網

ＮＴＴ網

ＫＤＤＩ網

ＮＴＴ東西局舎

局外
スプリッタ

Ｏ
Ｎ
Ｕ

Ｏ
Ｓ
Ｕ

・・・

Ｇ
Ｅ-

Ｏ
Ｌ
Ｔ

局
内
ス
プ
リ
ッ
タ

8分岐

4分岐

ＦＴＭ

１芯の光ファイ
バを最大８
ユーザで共用

管路、とう道

主端末回線

分岐端末回線

事
業
者
振
り
分
け
Ｓ
Ｗ

Ｏ
Ｎ
Ｕ

Ｏ
Ｎ
Ｕ

ソフトバンクユーザ

NTT東西ユーザ

KDDIユーザ

他事業者ＩＰ網

他事業者ＩＰ網

他事業者ＩＰ網



■ 現行接続料は、３年間（０８～１０年度）の収入・費用予測に基づく将来原価方式により算定。

■ 現行接続料の設定に際しては、ＮＴＴ東西は、ＦＴＴＨ市場の事業者間競争を促進する観点からの情報通信審議会答申（０８年３月）等を踏ま
え、他事業者の利用芯線数の予測を上方修正して再算定した接続料の見直し案について補正申請し、総務省はこれを認可（０８年６月）。

■ なお、上記見直しを行う場合の予測と実績の乖離額をＮＴＴ東西のみに負担させることは適当ではないため、算定期間（０８～１０年度）
における原価と収入の実績値の差額について次期接続料原価に算入し、接続事業者を含めて公平に負担する乖離額調整制度を特例
的に導入。

２００８年度以降の加入光ファイバ接続料の見直し

4000

4100

4200

4300

4400

4500

4600

4700

4800

4900

5000

5100

4000

4100

4200

4300

4400

4500

4600

4700

4800

4900

5000

51005,074円

4,713円

4,610円

5,020円

4,368円

4,260円※

5,074円

5,048円

4,932円

4,987円

4,647円

4,522円※

６
５
２
円

７
６
０
円

３
６
１
円

４
６
４
円

01年度～07年度 08年度～
（当初案）

08年度～
（見直し案）

01年度～07年度 08年度～
（当初案）

08年度～
（見直し案）

３
４
０
円

４
６
５
円

142
円

26円

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

：シングルスター方式

：シェアドアクセス方式

：シングルスター方式

：シェアドアクセス方式

（円）
（円）

※シェアドアクセス方式の
料金は、局外スプリッタの
接続料（08年度）を含む。

政策的要請による
他事業者利用芯線
数予測の上方修正
を行ったことに伴
い、乖離額調整制
度を特例的に導入

接続料

需要（芯線数）

費用
設備投資等に伴う
各年度の費用
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（１）ガイドラインの対象
①設備保有者：電気通信事業者、電気事業者、鉄道事業者
②事業者：認定電気通信事業者
③設備：

ⅰ）電柱、管路、とう道、ずい道その他の線路を設置するために使用できる設備
ⅱ）鉄塔等

（２）設備提供４原則
①公正性の原則 ②無差別性の原則 ③透明性の原則 ④効率性の原則

（３）貸与手続等
①調査回答期間：原則２ヶ月以内に提供の可否を回答。
②貸与拒否事由：区間に空きがない場合、技術基準に適合しない場合等を規定
③貸与期間：原則５年 等

電気通信事業者等の線路敷設基盤のオープン化 5

■２００１年４月、電気通信事業者による光ファイバ網等の整備促進のため、公益事業者が保有する電柱や管路等の線路敷
設基盤の貸与手続等の標準的な取扱いを示した「公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン」を策定。

■これまでの事業者の要望等を踏まえ、５回の改正を実施。

改正年 改正概要

２００２年 電柱への共架に関する「一束化」に関する
規定を追加

２００３年 支線共用に関する規定、腕金類の設置に
関する規定を追加

２００４年 使用可能時期の照会に対する回答努力義
務、支線共用拒否事由の通知等に関する
規定の追加

２００７年 効率性の原則及び定型・反復的な光引込
線等に係る設備使用に関する手続の簡素
化に関する規定を追加

２０１０年 対象設備に携帯電話の基地局を設置する
「鉄塔等」を追加

ガイドラインの概要

他
社

設
備

NTTとう道

ＮＴＴビル

ＰＯＩ
他社ケーブル

NTT管路

他社ケーブル

NTT電柱

コロケーション 管路・とう道 電柱

POI（相互接続点）ビル直近のマンホール

義務的提供区間
他社
ネットワーク

（ＮＴＴ設備）

ガイドラインの改正経緯

（相互接続点）



線路敷設基盤の開放状況等 6

■通信事業者、電力事業者、鉄道事業者といった線路敷設基盤の保有事業者から、電気通信事業者に対し、電柱は、
約３,０９０万本、管路等（とう道、ずい道を含む）は、約１３,４００Ｋｍ貸与（２００９年１２月末）。

■利用可否の調査申込みに対し、提供不可との回答は、電柱で約０.２％、管路等で約７％の状況。また、実際の利用申込みに
対する拒否回答は、電柱で０.００５％、管路等で０％の状況（２００９年１月～２００９年１２月）。

■利用可否の調査申込みに対し提供不可とする理由は、「技術基準に適合しない等」や「設備に空きがない」などが多い。

利用可否の調査申込みに対する回答 提供不可の回答理由

電柱 電柱

管路等 管路等

技術基準に適合しない等
（88.5%)

提供不可
（6.9%)検討中

（7.4%)

提供可能
（85.6%）

73万
4401件

1414件

提供不可
（0.2%)

提供可能
（97.4%）

検討中
（2.4%)

電柱の地中化計
画がある（3.9%)

改修移転計画
がある（3.7%)

設備に空きが
ない（3.7%)

その他
（0.2%)

設備に空きがない
（87.9%)

設備保有者に使用
予定がある（6.1%)

関係法令に適合
しない等（3.0%)

その他
（3.0%)

通信97%、電力：
3%、鉄道：0%

電力：89%、通信：
11%、鉄道：0%

電力：100%、通
信0%、鉄道：0%

通信78%、電力：
22%、鉄道：0%

1308件

99件

電力：85%、通信：
15%、鉄道：0%

通信67%、電力：
33%、鉄道：0%

電力：100%、通
信0%、鉄道：0%

電力：85%、通信15%、
鉄道：0%（5件）

電力：81%、通信19%、
鉄道：0%（4件）



ＮＧＮのネットワーク構成について

■ ＮＴＴ東西のＮＧＮは、既存のＩＰ通信網（地域ＩＰ網及びひかり電話網）を高度化・大容量化していくものであり、最終的には収容ルータ

（エッジ）を含め既存のＩＰ通信網をＮＧＮに置き換えていく予定（０８年３月商用開始）。

■ 接続ルールの対象範囲とするため、第一種指定電気通信設備に指定したうえで、現在４つの機能（ＩＧＳ接続、収容局接続、中継局接続、

イーサネット接続）についてアンバンドルがなされている。

④ｲｰｻﾈｯﾄ接続

【他事業者 IPネットワーク】

１０年度
接続料

収容局
接続機能

ＩＧＳ
接続機能

中継局
接続機能

ＮＴＴ東日本
216.8万円
（装置・月）

5.70円
（3分）

634.8万円
（10Ｇポート・月）

ＮＴＴ西日本
245.3万円
（装置・月）

6.29円
（3分）

534.8万円
（10Ｇポート・月）
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UNI: User-Netw ork Interface
（ﾕｰｻﾞ網ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ）

NNI: Netw ork-Netw ork Interface
(網間ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ）

SNI: Application Server-Netw ork Interface
(ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｻｰﾊﾞ間ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ）

IGS: Interconnection Gatew ay Sw itch
(関門交換機)

①ＩＧＳ接続

③中継局接続
ＩＰ電話、TV電話等

ＮＧＮ

収容
ルータ

網終端
装置ＭＧ

中継
ルータ

ＧＷ
ルータ

ＳＩＰ
サーバ

企業等
（ＶＰＮ）

ＣＰ等

ＩＰ電話、TV電話

収容
ルータ

コンテンツ配信等

ＩＳＰ接続

センターエンド型サービス等

NNI

NNI

収容
ルータ

中継
ルータ

中継
ルータ

収容
ルータ

SNI/UNI
ＩＧＳ

ＩＳＰ

中継
ルータ

ＯＬＴ

ｽﾌﾟﾘｯﾀ
（分岐）

ｽﾌﾟﾘｯﾀ
（分岐）

UNI UNI UNI

他事業者網

ﾒﾃﾞｨｱ
ｺﾝﾊﾞｰﾀ

ＭＧ
収容
ルータ

収容
ルータ

SNI/UNI

網終端
装置

ＮＧＮ

NNINNI

ＯＬＴ

ﾒﾃﾞｨｱ
ｺﾝﾊﾞｰﾀ

ｽﾌﾟﾘｯﾀ
（分岐）

ｽﾌﾟﾘｯﾀ
（分岐）

他事業者
イーサ網等

収容
イーサ
装置

収容
イーサ
装置

中継
イーサ
装置

ＧＷ
ＳＷ

中継
イーサ
装置

中継
イーサ
装置

UNI

NNI

UNI UNI

NNI NNI
他事業
者網

②収容局接続



ＮＧＮにおける番号ポータビリティについて

■固定電話の番号ポータビリティはＮＴＴ東西のＧＣ交換機において実現していることから、ＩＰ網へ移行した際の扱いについて検討が必要
となる。

■ また、ＰＳＴＮでは、ＮＴＴ加入電話から、他事業者の直収電話、ＩＰ電話への番号ポータビリティのみ実現しているところ、ＩＰ網においては、
一層の利用者利益を確保するため、他事業者→ＮＴＴや他事業者相互間での番号ポータビリティの実現について検討が必要となる。

ＰＳＴＮにおける番号ポータビリティ

中継ルータ

事業者A
ＩＰ網

事業者B
ＩＰ網

事業者C
ＩＰ網

ＳＩＰＳＩＰＳＩＰ

同番号移転

ＰＳＴＮ
（ＮＴＴ東西）

ＩＰ電話
（ＮＴＴ東西）

ＩＰ網（ＮＧＮ）における番号ポータビリティ

ＰＳＴＮ
（ＮＴＴ東西）

ＧＳ

ＬＳ

ＩＣＧＳ

発信/中継事業者 移転元事業者
（ＮＴＴ東西）

移転先事業者

移転先情報
の提供

移転元番号
03-XXXX-XXXX

ＧＳ： Gatew ay Sw itch
ＬＳ： Local Sw itch

ＧＣＤＢ

同番号移転

【ネットワークの概要】

ＰＳＴＮにおいては、ＮＴＴ東西のＰＳＴＮから、ＩＰ電話又は他事業者
への転出のみが、番号ポータビリティの対象。

ＩＰ電話
（他事業者）

ＩＰ電話
（他事業者）

IP網（NGN）においては、NTT東西からの転出だけでなく、他事業者
相互間における番号ポータビリティの実現も求められている。

中継ルータ 中継ルータ

【ネットワークのイメージ】
実現の方法は
複数考えられる

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの共有・連携など
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ＩＰ電話
（他事業者）

ＩＰ電話
（NTT東西）



ＮＧＮのＧＣ接続類似機能

■ＮＧＮは加入光ファイバと一体的に構築されており、NTT東西の光アクセスユーザに対し、他事業者が中継網によるサービスを提供するこ

とが困難となっている。

【09年10月6日情報通信審議会答申】
ＮＧＮにおけるGC接続類似機能をアンバンドルするためには、収容ルータから他社中継網へのパケットの振分が必要となるが、収容ルータの負荷を分散

し効率的なネットワークを構築する観点から、収容ルータは、上位の中継ルータにパケットを伝送するように設計されている。そのため、アンバンドルには
ルータ等の容量の抜本的な見直しが必要といった課題がある。

固定電話では、ＧＣ接続が実現

ＰＳＴＮ
（ＮＴＴ）

ＩＣＩＣ

ＧＣ ＧＣ

ＮＴＴ東西のメタル回線
（アクセス回線）

＋

＋ＮＴＴ東西のメタル回線
（アクセス回線）

ＮＴＴ東西のＰＳＴＮ
（中継網）

他社網
（中継網）

メタル回線

ＩＣ ＩＣ

他社網

ＰＳＴＮにおけるＧＣ接続

ＭＧ ＧＷルータ網終端装置

他社
電話網

インター
ネット

コンテンツ
事業者

他社
ＩＰ網

収容ルータ

ＳＮＩルータ

ＮＧＮ
（ＮＴＴ） 他社網

中継ルータ

ＮＴＴ東西の光ファイバ回線
（アクセス回線）

＋

＋ＮＴＴ東西の光ファイバ回線
（アクセス回線）

ＮＴＴ東西のＮＧＮ
（中継網）

他社網
（中継網）

光ファイバ回線

ＧＷルータＧＷルータ

収容ルータ

ＮＧＮにおけるＧＣ接続類似機能（想定）

・事業者選択機能(振り分け機能)
・接続事業者向けの課金機能

ＮＯ

ＯＫ

ＯＫ

ＯＫ

ＮＯ

ＯＫ

ＯＫ

ＯＫ

ＳＩＰサーバ

ＮＴＴ東西の
電話ﾕｰｻﾞ

ＮＴＴ東西の
ＦＴＴＨﾕｰｻﾞ

9

・事業者選択機能(振り分け機能)なし
・接続事業者向けの課金機能なし



２００９年８月から１０月にかけて、ＮＴＴ西日本の従業員が、同社が他の電気通信事業者の電気通信設備との接続の業務
に関して入手した他の電気通信事業者への電話番号移転に関する情報を㈱ＮＴＴ西日本－兵庫の従業員に提供し、次いで、㈱
ＮＴＴ西日本－兵庫の従業員が販売代理店に提供した等の事実が判明した。

１．事案の概要

電気通信事業紛争処理委員会における審議の結果、諮問の趣旨により業務の改善を命ずることは、適当である（２０１０年
２月４日答申）。
ただし、命令に当たっては、以下の点に留意されたい。

１ ＮＴＴ西日本が他の電気通信事業者の電気通信設備との接続が利用者の利便の向上及び電気通信の総合的かつ合理的な発
達に欠くことのできない電気通信設備を設置する電気通信事業者であることにかんがみ、ＮＴＴ西日本がその立場を十分に
認識しつつ命令を確実に履行するよう注視すべきこと。

２ ＮＴＴ西日本及び地域子会社等における「法令等の遵守が徹底される体制の構築」として講じさせる措置については、次
のとおりとされるべきこと。
① 社内における業務分掌等の観点からも必要かつ十分な措置であること。
② 客観的な検証可能性に配意しつつ講じられること。

３．電気通信事業紛争処理委員会からの答申の概要

ＮＴＴ西日本の従業員による提供行為は、電気通信事業法第３０条第３項第１号に抵触するものと認められる。当該提供行
為等は、顧客情報管理システムにおいて、他の事業者等に関する情報を取り出す権限の付与が業務上当該情報を必要とする者
に限定されておらず、また、自社が提供する役務の営業活動を行う部署において、他の事業者等に関する情報が取り扱われる
等の要因によるものと認められる。
ＮＴＴ西日本からは、改善措置を講ずる旨報告がなされているが、依然として、今回の事案と同様の事案が発生し、電気通

信事業者間の公正な競争が阻害され、電気通信の健全な発達に支障を生ずるおそれがあり、電気通信事業法第２９条第１項第
１２号に抵触するものと認められることから、ＮＴＴ西日本に対し、業務の方法の改善その他の措置を講ずることを命ずるこ
ととしたい（２０１０年１月２８日諮問）。

２．電気通信事業紛争処理委員会への諮問の概要

10ＮＴＴ西日本に対する業務改善命令①



ＮＴＴ西日本の従業員による提供行為は、電気通信事業法第３０条第３項第１号に抵触するものと認められる。当該提供行為等は、顧

客情報管理システムにおいて、他の事業者等に関する情報を取り出す権限の付与が業務上当該情報を必要とする者に限定されておらず、

また、自社が提供する役務の営業活動を行う部署において、他の事業者等に関する情報が取り扱われる等の要因によるものと認められる。

ＮＴＴ西日本からは、改善措置を講ずる旨報告がなされているが、依然として、今回の事案と同様の事案が発生し、電気通信事業者間

の公正な競争が阻害され、電気通信の健全な発達に支障を生ずるおそれがあり、電気通信事業法第２９条第１項第１２号に抵触するもの

と認められることから、同号の規定に基づき、以下のとおり、業務の方法の改善その他の措置をとるとともに、その取組状況について報

告することを命じる。

① 他の事業者等に関する情報について、閲覧及び取出しの対象となる情報が、業務上必要な範囲にとどまるよう顧客情報管理システム

を見直すこと

② 顧客からの問い合わせ・注文対応等、他の事業者等に関する情報を個別に取り扱うものであって、当該情報を取り扱うことについて

合理的な理由が認められる場合を除き、他の事業者等に関する情報を自社が提供する役務の営業に係る一切の行為から隔絶させるため

に必要な措置を講ずることとし、特に、自社が提供する役務の営業に携わる部門において、他の事業者等に関する情報が取り扱われな

い体制を構築すること

③ 他の事業者等に関する情報の適正な取扱いを確保するための社内規程等について検証し、規程の再整備等所要の措置を講ずるなど、

法令等の遵守が徹底される体制を貴社において構築し、また、貴社が他の事業者等に関する情報の取扱いに係る業務の委託を行う会社

（以下「地域子会社等」という。）において構築させること

④ 他の事業者等に関する情報の不適切な取扱いがあった場合に、これを迅速に把握し、是正するため、貴社及び地域子会社等による自

主点検の拡充、貴社による地域子会社等への監査の実施を含む実効的な監査・監督体制を構築すること

⑤ 以上につき、具体策及び実施時期を明記した業務改善計画を平成２２年３月４日までに総務省に提出し、以後、業務改善計画の実施

及び改善状況をとりまとめ、平成２４年３月までの間、３カ月ごとに総務省に報告すること

11

４．ＮＴＴ西日本に対する業務改善命令の概要

・2009年11月18日 ＮＴＴ西日本に対する報告の要請
・2009年12月17日 ＮＴＴ西日本からの報告の受領
・2010年 1月22日 ＮＴＴ西日本を当事者とする聴聞の開催

・2010年 1月28日 電気通信事業紛争処理委員会への諮問
・2010年 2月 4日 電気通信事業紛争処理委員会からの答申、ＮＴＴ西日本に対する業務改善命令

（参考）業務改善命令に係る経緯

ＮＴＴ西日本に対する業務改善命令②



証券会社のファイアウォール規制 12

■証券会社については、インサイダー取引を防止する観点から、引受部門と営業部門の間のファイルウォール規制が設けられている（金融商品取引法）。

■当該規制は、法律、省令、金融庁のガイドラインの三段構成。法律では、情報管理等に関する体制整備を義務付けるものの、講じるべき具体的な措

置内容は省令に委任。省令では、部門分離も掲げられているが、これは、義務付けられるものではなく、あくまでも証券会社が任意に選択できる措置

の一つに位置付けられている。省令で規定されている措置内容については、金融庁のガイドラインで更に詳細なチェック項目が規定されている。

金融商品取引法

証券会社は、利益相反のおそれのあ

る取引（対象取引）に係る業務に関し、

顧客の利益が不当に害されることがな

いように、内閣府令で定めるところによ

り、以下の措置を講じなければならない。

対象取引に係る業務について、

①業務に関する情報の適正な管理

②業務の実施状況の適切な監視

をするための体制の整備その他必要な

措置を講じなければならない。

内閣府令

①対象取引を適切な方法により特定するた

めの体制の整備

②顧客の保護を適切に確保するための体

制の整備（以下の方法は、例示）

③上記①・②の措置の実施方針の作成及

びその概要の適切な方法による公表

④上記①の体制の下で実施した対象取引

の特定に係る記録等の保存

１）部門分離（対象取引を行う部門と顧客

との取引を行う部門）

２）対象取引と顧客との取引の条件又は

方法の変更又は中止

３）顧客の利益が不当に害されるおそれが

あることの当該顧客への適切な開示

金融庁ガイドライン

（金融商品取引法第36条第2項） （金融商品取引業等に関する内閣府令第70条の3） （金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針）

（３）利益相反管理の方法

①特定された利益相反のおそれのある取

引の特性に応じ、適切な利益相反管理

の方法を選択し、又は組み合わせること

ができる態勢となっているか。

１）部門の分離による管理を行う場合には、

当該部門間で厳格な情報遮断措置が

講じられているか。

２）取引の条件若しくは方法の変更又は

一方の取引の中止の方法による管理を

行う場合には、当該判断に関する権限・

責任が明確にされているか。

４）情報を共有する者を監視する方法により管

理を行う場合には、独立した部署等におい

て、当該者の行う取引を監視しているか。

･･･
･･･

ファイアウォールの具体的内容は、省

令・ガイドラインで規定。



電気事業者のファイアウォール規制 13

■電気事業法においては、一般電気事業者（一般の需要に応じ電気を供給する事業を営む者）等には、電気通信事業法における支配的事業者と同様、

「託送供給業務等に関する情報の目的外利用・提供」や「特定の電気供給事業者に対する不当に優先的な取扱い等」が禁止されている。

■これらの禁止行為については、経済産業省と公正取引委員会の共同ガイドラインで、「公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為」、「公正かつ

有効な競争の観点から問題となる行為」のカテゴリー別に具体的な行為内容が規定されている。

電気事業法

①託送供給の業務に関して知り得た他

の電気供給事業者及び電気の使用

者に関する情報を当該業務の用に供

する目的以外の目的のために利用し、

又は提供すること

経済産業省・公正取引委員会の共同ガイドライン

（電気事業法第24条の6） （適正な電力取引についての指針）

第二部Ⅱ（２）－1－１ 一般電気事業者の託送業務に関して知り得た情報の目的外利用の禁止

ア 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為

②一定部門で託送供給の業務を行う従業員は、発電部門・営業部門の業務は行わない。

②その託送供給の業務について、特定

の電気供給事業者に対し、不当に優

先的な取扱いをし、若しくは利益を与

え、又は不当に不利な取扱いをし、若

しくは不利益を与えること

一般電気事業者は、次に掲げる行為

をしてはならない。

④託送供給の業務を行う従業員は、関連情報のある記載のある文書・データ等を厳重に

保管し、託送供給を行う部門から他部門への関連情報の伝達及び両部門間での関連情

報の共有（社内文書交換、共通サーバへのアクセス等）を厳格に管理する。

また、託送供給を行う部門は、他部門とは別フロアーにする等により、物理的に隔絶する。

⑤託送供給の業務を行う部門と発電部門・営業部門との人事交流に当たっては、関連情

報についての両部門間の情報遮断を確保するため、行動規範を作成し、遵守させる。

･･･

第二部Ⅱ（２）－1－２ 一般電気事業者の託送業務における差別的取扱いの禁止

イ 公正かつ有効な競争の観点から問題となる行為

①送配電部門の個別ルールの差別的適用

（ａ）一般電気事業者の発電・営業部門と他の電気供給事業者との間で、系統アクセス

の検討に関して、検討に要する期間、検討内容等が不当に異なる場合

･･･

※託送供給とは、他の者が発電した電力について、

その委託を受けて、当該他の者の需要者に供給

することなどをいう。



ＮＴＴ東西の業務範囲の在り方 14

■ＮＴＴ東西は、地域電気通信業務（☞同一都道府県内の電気通信業務）が本来業務。

■２００１年の法改正により、ＮＴＴ東西は、一定の要件を充たせば、総務大臣の認可を受けて、県間電気通信業務等の新たな
業務（活用業務）を実施することが可能となった。

以下に支障を及ぼすおそれがないこと

活用業務の認可条件

地域電気通信業務の円滑な遂行

電気通信事業の公正な競争の確保

ＮＴＴ東西の業務範囲について、ＩＣＴの利活用を促進し、ブロードバンドの普及を図る観点からは、公正競争の確保に支障が生じない範囲内で、

市場の環境変化や消費者ニーズに迅速に対応できるよう必要な制度の見直しを行うことについては、一定の合理性。

ＩＰ化・ブロードバンド化の進展

ＡＤＳＬ・ＦＴＴＨ
サービス

（地域ＩＰ網）

ひかり電話
（ひかり電話網）

ＦＴＴＨサービス・
ひかり電話等

（ＮＧＮ）

０３年２月認可 ０４年７月等認可 ０８年２月認可

• 活用業務による事業拡大が問題。事業範囲の限定化が必要（K-Op）

• 活用業務制度は形骸化。有効性のある制度に見直すべき（ＪCOM）

• 活用業務制度は、抜本的な見直しを行うべき。（ＥＡ）

活用業務認可によるＩＰ・ブロードバンドサービスの提供（業務拡大）

競争事業者

• ＩＰ化の進展により、県内/県間等の区分のないサービスが主体。

•こうした技術・市場環境の中で、利用者のより高度で多様なニーズに対

応した多彩なサービスを提供するためには、活用業務制度をより積極

的に利用していくことが不可欠。

ＮＴＴ

活用業務の認可には、通常申請から３か月

程度の期間を要する（パブコメを実施）



ソフトバンク（ＳＢ）のアクセス回線会社構想について 15

維持コスト投資額 純資産 工事

営業費用は、

７,５００億円以上過小

（営業利益は赤字転落）

Ｓ
Ｂ
（５
月
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ
（８
月
）

➢資産の耐用年数と償却方法

が変更。減価償却費が過小

➢メタルに配賦されている電柱・

土木に係る費用、道路占用料

等が見込まれていない

投資額は、２.５兆円

投資額は、

少なくとも１.３兆円以上過小

➢電話以外の光化投資未算入

➢維持・更改に係る投資未算入

➢架空配線区間の整備率は、 ８

０％でなく５０％（１.3兆円以上増）

➢宅内機器等のボリュームディス

カウントに根拠がない

純資産は、１兆7,465億円

純資産は、マイナス

➢メタル償却の特損（１.８兆円）が

未計上。計上すれば、純資産は

マイナス（株主価値を大きく毀損）

➢維持コスト等の修正により、赤

字に転落。株主価値は向上せ

ず、株主の理解は得られない

工事力確保は疑問

➢現時点でも工事力は限界に近い

(繁忙期は他社と取り合う状況）

➢工事要員の確保には、研修・訓

練等に相当の期間が必要

➢無理に養成しても、５年後に工事

が大幅に減少したときに、確保し

た要員の扱い等が問題

工事力の確保は可能

■アクセス回線会社を設立し、需要にかかわらず、２０１１年度からの５年間で、強制的にメタル回線を撤去し、光ファイバに張り替えること
で、光の道１００％を実現しようとするもの（税金０円で実現し、メタル回線と同程度の１４００円で光が利用可能）。

■アクセス回線会社は、アクセス回線のオープン化等を担保するため、ＮＴＴグループから資本分離。

アクセス回線会社構想

当該アクセス回線会社構想の実現可能性については、以下のように見解が分かれている。

営業費用は、６,１４４億円/年

3.1兆円に修正 7,503億円/年に修正 1,999億円に修正
Ｓ
Ｂ

(10/25)

(利用率１００％とするための）
(2011年度からの５年間で全世帯に
光整備・メタル撤去をするための）

(０８年度会計をベースにすると、ア
クセス回線会社設立時の）

(ＮＴＴ東西のアクセス部門の営業費用（０
８年度）は、メタル・光の合計で１兆5,213億
円。メタルを撤去し光だけにすると）



設備競争事業者への影響・マイグレーションに関する課題 16

設備競争事業者への影響

マイグレーションに関する課題

自社回線以外にアクセス回線会社設備も利用可能となるメリット

・アクセスの光化は、コア網のIP化が前提。PSTNからIP網の移

行に当たっては、①ネットワーク間接続、②ユーザサービス、③

PSTNを前提とした競争ルールの扱い等の課題があり、事業者

やユーザの合意形成に相当の時間が必要。

・交通信号機の制御、上下水道施設の監視・制御にメタルを用

いている行政機関等は、機器取替え等のコスト負担が発生。

・（ＮＴＴが提示している）全ての課題に対応可能。

・交通信号機制御などは、①アダプタの無償配布、②光利用システ

ムへの切替で解決可能。

ＮＴＴ資料（8/23)

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ資料（8/23) ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ資料（8/23)

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ資料（8/23)

大幅なコストアップとなり、アクセス回線会社設備は、実質的に利用困難



現行のドミナント規制の枠組み 17

固定通信市場 移動通信市場

それ以外
の設備

第一種指定電気通信設備

指定電気通信役務の約款届出制
（ＦＴＴＨ、専用役務等）

禁止行為規制 特定関係事業者規制

接続約款
認可

アクセス回線と
一体的に設置する設備

アクセス回線
（シェア５０％超）

（メタル、光） （ＮＧＮ、ＰＳＴＮ等）
（マンション内
屋内配線等）

接続会計
の整理

網機能提供
計画の届出

原則
非規制

他事業者への設備の貸出に関する規制

小売サービスに関する規制

原則
非規制

原則
非規制

（ＡＤＳＬ等）

接続情報の目
的外利用・提
供の禁止

特定事業者の
不当な優先的
取扱い等の禁止

設備製造業者
等への不当な
規律・干渉の

禁止

役員の兼任
禁止

接続や業務受
託に関し、不
公平な取扱い

の禁止

それ以外
の設備

第二種指定電気通信設備

移動電気通信役務を
提供するために
設置する設備

アクセス回線
（当該アクセス回線に接続

する端末シェア２５％超）

原則非規制

他事業者への設備の貸出に関する規制

接続約款
届出

原則
非規制

（一部のｻｰﾊﾞ等）

禁止行為規制

接続情報の目
的外利用・提
供の禁止

特定事業者の
不当な優先的
取扱いの禁止等

設備製造業者
等への不当な
規律・干渉の

禁止

第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者 第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者

更に、「収益ベース」
のシェアが２５％を
超える場合に、個別
に指定された者に対

する規制

接
続
関
連
規
制

利
用
者
料
金
規
制

行
為
規
制

特定電気通信役務
のプライスキャップ規制

（メタル電話等）

接続会計
の整理

（今臨時国会に関連法案を提出）



ＮＴＴグループに対するドミナント規制適用の枠組み 18

ＮＴＴドコモ

電気通信事業者 ドミナント規制が適用 電気通信事業者

事業法の適用対象外

ＮＴＴコミュニケーションズ

電気通信事業者

ドミナント規制の対象外

ドミナント規制が適用

県域子会社等

【禁止行為規制】

・接続情報の目的外利用・提供

・特定の電気通信事業者の不当な優先的な取扱い等

【特定関係事業者制度】

・特定関係事業者との間の役員の兼任禁止

・接続関連業務について、特定関係事業者と比し

た不利な取扱いの禁止 等

【禁止行為規制】

・接続情報の目的外利用・提供

・特定の電気通信事業者の不当な優先的な取扱い等

特定関係事業者に指定

ＮＴＴ東西

業務委託
禁止行為規制等の潜脱のおそれが競争事業者から指摘

※特定関係事業者とは、第一種指定
電気通信設備を設置する電気通信
事業者(ＮＴＴ東西)の親子会社・兄
弟会社であって、総務大臣が指定
する電気通信事業者

※ドミナント規制としては、その他、接
続関連規制、利用者料金規制（ＮＴ
Ｔ東西のみ）が存在

・禁止行為規制等は、２００１年法改正で導入
・県域等子会社は、２００２年に設立電気通信事業者

非電気通信事業者

ドミナント規制の対象外

ＮＴＴ持株会社

非電気通信事業者 事業法の適用対象外



ＮＴＴ東西の業務の運営実態等について 19

■ＮＴＴ東西は、２００２年５月、営業・保守等の業務について、県域等を単位とするアウトソーシング子会社（県域等子会社）に移行し、

ＮＴＴ東西本体をスリム化。

■現在、県域等子会社は、ＮＴＴ東日本で１７社、ＮＴＴ西日本で８社存在。営業・保守等の業務が、ＮＴＴ東西本体から県域等子会社に

移行された結果、ＮＴＴ東西の営業費・施設保全費については、業務委託費が太宗を占める状況。

県域子会社等への業務委託

県域等子会社の概要

企画・戦略、

サービス開発等

ＮＴＴ東西

故障修理、

通機販売等

約１.2万人

ＮＴＴ東：17社
（都道県に１社）

ＮＴＴ西：8社
（基本的にブロックに１社）

ＮＴＴ東西の業務委託の割合

・ＮＴＴ東西の営業費用合計は、約３.３兆円。

・そのうち、額が大きいのは、営業費（約９,０００億円）、施設保全費

（約８,５００億円）、減価償却費（約７,８００億円）。

・営業費、施設保全費については、アウトソーシング先への業務委

託費が太宗を占めている。

２００９年度決算ベース（ＮＴＴ東西計）

営業費 施設保全費

総務、人事、

財務、厚生等

中小事業者

への販売等

注文受付、設

備オペレー

ション等

※上記社員数、県域等子会社の社数は、2010年3月末時点。県域等子会社の社員数には、
ＮＴＴ東では、ＮＴＴｴﾑｲｰ、ＮＴＴ東日本ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ、ＮＴＴ西では、ＮＴＴﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｱｸﾄ、
ＮＴＴﾈｵﾒｲﾄ、ＮＴＴ西日本ﾎｰﾑﾃｸﾉの社員数が含まれている。

約7.8万人

県域等子会社

構成員限り構成員限り
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①市場の画定 ②画定した市場の市場支配力評価 ③市場支配的事業者に対する規制

日
本

Ｅ
Ｕ

固定通信市場と移動通信市場に二分

（卸・小売市場の区分はない）

設備のシェアを基準

（移動通信市場では、＋収益シェアの二段階）

同一市場の同一カテゴリーの支配的事業

者に対して課される規制内容は、同一

卸・小売市場ごとに、「高くて一時的でない

参入障壁の存在」等の基準を元に市場画定

単独支配、共同支配ごとに、判断要素（市場

シェアとそれ以外。卸・小売共通）を総合的に判断

支配的事業者に応じ、適用する規制の内

容を選択して適用

卸売市場

固定電話 ①固定公衆電話網上の呼発信
②個々の固定公衆電話網上の呼着信

ブロードバンド ③固定ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾌﾗへのｱｸｾｽ
④ブロードバンドアクセス

専用線 ⑤専用線の終端

移動体通信 ⑥個々の移動体電話網上の呼着信

小売市場

固定電話 ①固定公衆電話網へのアクセス

市場シェア

■５０％超：支配的地位が推定

■４０％超：通常、支配的地位が発生し得る

■２５％程度：支配的地位を享受しているとは言えない

市場シェア以外の要素

■事業者の総合的規模

■重複困難なｲﾝﾌﾗの管理

■技術的優位性・優越性

■財・ｻｰﾋﾞｽの多様性

■規模の経済

■範囲の経済

■垂直統合

■潜在的競争の欠如 等

卸売市場

透明性の義務 ■会計情報、料金等の情報を公表

無差別の義務 ■他事業者に同等の条件を適用

会計分離義務 ■相互接続等に関する会計分離

特定設備利用義務 ■アンバンドル、コロケーション等

ｺｽﾄ計算義務 ■接続料のコストベース義務等

小売市場

■略奪的料金設定禁止等（ﾌﾟﾗｲｽｷｬｯﾌﾟ規制の適用等）

固定通信市場

移動通信市場

アクセス回線のシェア５０％超

端末シェア２５％超

■接続関連規制
■利用者料金規制
■禁止行為規制、特定関係事業者規制

禁止行為規制

接続関連規制

端末シェア２５％超 接続関連規制収益シェア２５％超等

※上記は、単独支配の判断要素 ※卸売市場に機能分離義務が導入（国内法制化期限2011年5月）



競争評価の概要

■競争評価は、事前規制から事後規制に転換する中で、市場動向の変化を踏まえた的確な政策立案を行う観点から、２００３年度に開始。

■具体的には、「実施細目→情報収集→市場画定→競争状況の分析→評価結果（次頁参照）」という手順で、年度ごとに実施。

■競争評価の評価結果は、政策立案の基礎データとして活用。ドミナント規制と制度的なリンクはない。
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市場画定 競争状況の分析

・「需要の代替性」が、市場画定の最も重要な判断基準。「供給の代

替性」等を補完的に使用。

・これらの基準に基づき、サービス市場と地理的市場の画定を実施。

主な画定市場

領域 主な画定市場（含部分市場）

固定電話

固定電話

中継電話

０５０－ＩＰ電話

移動体通信 携帯電話・ＰＨＳ

ブロードバンド

ＡＤＳＬ

ＦＴＴＨ

ケーブルインターネット

ＩＳＰ

インターネット
接続

法人向け
ネットワークサービス

ＷＡＮサービス

専用サービス

■

市
場
画
定
（～
０
６
年
）後
、
相
当
期
間
が
経
過

■

Ｅ
Ｕ
の
市
場
画
定
と
異
な
り
、
小
売
市
場
が
対
象

・画定した市場における市場支配力の存在や行使の評価に当たっ

ては、以下の判断要素を総合的に勘案。

主な判断要素

○市場集中度（累積集中度、ハーフィンダール指数）【量的基準】

○競争者の数

○参入の容易性（規模の経済性、範囲の経済性、ネットワークの外

部性等を含む。）

○隣接市場からの競争圧力

○法制度上の規制ルール等

市場の状況

事業者の地位及び競争者の状況

○市場シェア（シェア、順位、競争者のシェアとの格差、シェア・順

位の変動等） 【量的基準】

○不可欠設備の存在

○競争者の供給余力及び代替性

○価格の水準と推移

○スイッチングコストの程度等



（※）◎は「強く存在すること」、○は「存在すること」、△は「何らかの懸念が存在すること」、×は「可能性が低いこと」を意味する。

領域
主な画定市場

（部分市場を含む）

２００９年度の評価結果

市場集中度（ＨＨＩ） ＮＴＴグループのシェア 市場支配力の存在 市場支配力の行使

固定
電話

固定電話 ６９５１ ↓ ８２.９％ ↓ ◎
（単独）

△
（ブロードバンドへのレバレッジ

の懸念）

中継電話

市内 ２４３３ ↓ 市内 ７５．３％ →

○
（単独・協調）

×
（低）

県内市外 ２３０１ ↓ 県内市外 ７３．５％ →

県外 ３５７４ ↓ 県外 ７２．５％ →

国際 ２８７０ ↓ 国際 ６６．４％ ↑

０５０－ＩＰ
電話

３１６８ → ３５.１％ ↑
△

（協調のみ）
×
（低）

移動体
通信

携帯電話
・ＰＨＳ

３４６１ → ４８.２％ →
○

（単独・協調）

×
（料金の透明性確保、プラット
フォームの互換性を注視）

インター
ネット
接続

ブロードバンド ３０４８ ↑ ５２．７％ ↑
○

（単独・協調）
△

（競争ルールの遵守状況を注視）

ＡＤＳＬ ３２６３ ↑ ３４．８％ →
○

（単独・協調）
×
（低）

ＦＴＴＨ ５８３６ ↑ ７４．４％ →
○

（単独・協調）

△
（固定電話からのレバレッジの

懸念）

ケーブル
インターネット １４８３ ↑ －

×
（単独・協調）

－
（存在しない）

ＩＳＰ １５５７ → ３１．９％ →
×

（単独・協調）
－

（存在しない）

法人向け
ネットワー
クサービス

ＷＡＮサービス ２１７３ → ６７．５％ ↓
△

（協調のみ）
×
（低）

専用サービス ８３５４ → ９４．６％ →
◎

（単独）
×
（低）

２００９年度の競争評価結果

（※）市場集中度指数は、ハーフィンダール指数（ＨＨＩ）による。０（完全競争）～１０，０００（完全独占）の値をとり、市場集中度が高いほど、１０，０００に近づく。

■通信市場は、いずれも高度に寡占的。特に、固定電話、ＦＴＴＨ、専用サービスの市場集中度が高い。

■市場支配力の存在・行使についての評価結果に、大きな変化はない。
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23競争セーフガード制度の概要

■競争セーフガード制度は、ＩＰ化等が進展する中、公正競争確保を図る観点から、電気通信事業法及びＮＴＴ法に基づきこれまで講じられ

てきた競争セーフガード措置について、市場実態を的確に反映したものとするため、その有効性・適正性を定期的に検証する仕組み。

■２００７年度から毎年度検証を実施。パブコメの意見を踏まえて検証を行い、その結果に基づき、ＮＴＴ東西に対し必要な要請等を実施。

検証結果（概要）

2007年度 2008年度 2009年度

８５項目の論点を検証し、主に、以下の４

点をＮＴＴ東西に対して要請等。

７６項目の論点を検証し、主に、以下の３

点をＮＴＴ東西に対して要請等。

６２項目の論点を検証し、主に、以下の

点をＮＴＴ東西に対して要請等。

■情報の目的外利用の防止等について
周知・徹底等を改めて要請

■ＮＴＴ東西・県域等子会社の営業活動
におけるＯＣＮとその他プロバイダーの取
扱いについて実質的な同等性を確保す
るように改めて要請

■ＮＴＴ東西・ＮＴＴドコモのそれぞれから
の受託業務に係る情報の目的外利用の
防止等について県域等子会社への周
知・徹底を図るよう改めて要請

■ＮＴＴ東西と県域等子会社が実質的に一
体となっているおそれがあることから、公
正競争確保上の問題が発生しないか引き
続き注視（役員兼任の実態を報告要請）

■１１６番への加入電話の移転申込みを行
う加入者に対し、問い合わせがないにも
かかわらず、活用業務（光サービス等）の
営業活動が行われることのないよう、改
めて周知・徹底を図るよう要請。

■ＮＴＴ東日本に対し、「フレッツ・テレビ」
の営業において放送サービスの提供主
体が他社であることについて利用者が明
確に理解できるような措置について、改
めて周知・徹底を図るよう要請。

■ＮＴＴ東西の営業活動には、禁止行為
規制や公正競争要件が適用されるもの
の、その趣旨がこれらルールの直接的な
対象とならない営業子会社で徹底されな
い場合は、公正競争確保がされない可
能性があり、引き続き注視（２００７年度と
同様、役員兼任の実態を報告要請）

■ＮＴＴ東西と県域等子会社の経営が実
質的に一体となっているおそれがあるこ
とから、公正競争確保上の問題が発生し
ないか引き続き注視（２００７年度・２００８年
度と同様、役員兼任の実態を報告要請）

引き続き注視する事項

■０７年度・０８年度の検証結果に基づき、
ＮＴＴ東西に対し所要の措置を要請した
事項等については、ＮＴＴ東西による当
該措置の運用を引き続き注視。

■業務改善命令に基づき、ＮＴＴ西日本
から提出された業務改善計画及び以後
２年間にわたり３か月ごとに提出される報
告を精査し、電気通信事業の公正な競
争を確保するため、適切に対応。

ＮＴＴ西日本による「接続情報の
目的外利用」事案の発生


